
 

関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則の改定について（案） 

 

○ 改定趣旨 

   この度の新型コロナウイルス感染症への対応や大規模災害など不測の事

態に備え、委員が一堂に会して総会又は部会を開催せずとも、書面等により

審議を行い意思決定できるよう関係規程を整備しておくことが望ましいこ

とから、関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則（平成 27 年４月 20 日 

関東信越地方年金記録訂正審議会会長決定）の改正を行う。 

 

○  改定概要 

   関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則第 8条の次に第 8条の 2を加

え、第 16 条を改める。 

 

 

関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則 

改定後 改定前 

第 8条の 2 

会長は、やむを得ない事情により審議

会を開催することが困難であり、かつ

緊急に審議会に諮る必要があると認

めるときは、電話、文書の送付その他

の方法により、当該審議会に諮るべき

議題に対する賛否を求めることがで

きる。 

2 会長は、前項の規定による結果を

審議会の議決とすることができる。 

3 会長は、前項の規定による議決を

各委員及び臨時委員に通知するもの

とする。 

 

第 16 条 

部会の運営について、第 2条、第 4条、

第 8 条、第 8 条の 2 及び第 10 条から

第 13 条（第 4項を除く。）までの規定

中「審議会」とあるのは「部会」と、

「会長」とあるのは「部会長」と、「委

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 条 

部会の運営について、第 2条、第 4条、

第 8 条及び第 10 条から第 13 条（第 4

項を除く。）までの規定中「審議会」と

あるのは「部会」と、「会長」とあるの

は「部会長」と、「委員及び議事に関係



 

員及び議事に関係のある臨時委員」と

あるのは「部会に属する委員及び臨時

委員」と、「委員又は議事に関係のある

臨時委員」とあるのは「部会に属する

委員又は臨時委員」と、「委員若しくは

議事に関係のある臨時委員」とあるの

は「部会に属する委員若しくは臨時委

員」と読み替えて適用するものとす

る。 

 

附 則 

（施行日） 

この運営規則は、令和２年５月〇日

から施行する。 

 

のある臨時委員」とあるのは「部会に

属する委員及び臨時委員」と、「委員又

は議事に関係のある臨時委員」とある

のは「部会に属する委員又は臨時委

員」と、「委員若しくは議事に関係のあ

る臨時委員」とあるのは「部会に属す

る委員若しくは臨時委員」と読み替え

て適用するものとする。 
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関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則（現行） 

 

 

（趣旨） 

第一条 関東信越地方年金記録訂正審議会（以下「審議会」という。）の運営については、

地方年金記録訂正審議会規則（平成２７年厚生労働省令第８３号）の定めるところ

によるほか、この運営規則の定めるところによる。 

（招集） 

第二条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、審議会を招集するときは、あらかじめ、日時、場所及び審議事項を記載した

書面をもって、委員及び議事に関係のある臨時委員に通知しなければならない。ただし、

緊急を要する場合は、この限りでない。 

３ 委員及び議事に関係のある臨時委員は、事故のため出席できないときは、あらかじめ、

その旨を会長に届けなければならない。 

（副会長） 

第三条 審議会は、３人以内の副会長を置くことができる。 

２ 副会長は会長が指名する。 

（会議の議事） 

第四条 会長は、議長として審議会の審議を運営する。 

（部会） 

第五条 審議会に、１７以内の部会を置くことができる。 

（諮問の付議） 

第六条 会長は、国民年金法第十四条の二第一項（同条第二項において準用する場合を含

む。）又は厚生年金保険法第二十八条の二第一項（同条第二項及び第三項において準用す

る場合を含む。）の規定による請求（以下「請求事案」という。）について、関東信越厚

生局長の諮問を受けたときは、各部会の部会長の意見を聴いて、取り扱う部会を定め、

請求事案を当該部会に付議することができる。 

２ 部会長は、当該部会に係属している請求事案について、当該部会で取り扱うことが不適

当と認める場合には、直ちに、会長にその旨を報告しなければならない。 

３ 会長は、前項の規定による報告があった場合において、請求事案を取り扱う部会を変更

する必要があると認めるときは、関係する部会の部会長の意見を聴いて、当該事案を取

り扱う部会を変更することができる。 

（議決） 

第七条 前条の規定に基づき部会に付議された請求事案については、会長の同意を得て、

部会の議決を審議会の議決とすることができる。 

第八条 委員及び議事に関係のある臨時委員は、審議会の議決に際して、やむを得ない理

由により議決前に退席しようとする場合において、当該議題について賛否を明らかにし

た書面を会長に提出し、会長が会議に諮ってこれを受理したときは、当該議題の議決に

加わることができる。 
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（委員等の除斥） 

第九条 地方年金記録訂正審議会規則第七条第四項に規定する自己の利害に関係する議事

とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

一 委員若しくは臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が請求事案の請求

者（以下「請求者」という）であるとき 

二 委員若しくは臨時委員が請求者の４親等内の血族、３親等内の姻族若しくは同居の

親族であるとき、又はあったとき 

三 委員又は臨時委員が請求者の後見人、後見監督人、保佐人、 保佐監督人、 補助人

若しくは補助監督人であるとき 

四 委員若しくは臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が当該請求事案に

係る事業所の代表者、役員若しくは職員であるとき、又はあったとき 

五 前各号に掲げるもののほか、委員又は臨時委員が、当該請求事案につき特別な利害

関係を有するとき 

（会議の公開） 

第十条 会議は非公開とする。ただし、会長が必要と認めるときは、公開とすることがで

きる。 

（口頭意見陳述） 

第十一条 審議会は、請求者から申立てがあったときは、当該請求者に口頭で意見を述べ

る機会を与えるものとする。ただし、審議会が、その必要がないと認めるときは、この

限りでない。 

２ 請求者は、前項の規定により意見を述べるに当たっては、審議会の許可を得て、その

者の家族その他の関係人とともに出席することができる。 

３ 第一項の請求者の意見は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができ

る。 

４ 審議会は、第一項の請求者の意見聴取を行う場合には、委員又は議事に関係のある臨

時委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。 

５ 前項の指名を受けた委員又は議事に関係のある臨時委員は、第一項の請求者の口頭意

見陳述を聴取したときは、当該口頭意見陳述の要旨を記載した書面を作成し、審議会に

報告するものとする。 

（説明聴取） 

第十二条 審議会は、必要があると認めるときは、事業主その他関係者に対し、口頭での

説明を求めることができる。 

２ 前項の説明は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができる。 

３ 審議会は、第一項の口頭説明の聴取を行う場合には、委員又は議事に関係のある臨時

委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。 

４ 前項の指名を受けた委員又は議事に関係のある臨時委員は、第一項の口頭説明の聴取

を行ったときは、当該口頭説明の要旨を記載した書面を作成し、審議会に報告するもの

とする。 

（議事要旨等） 

第十三条 審議会における議事は、次に掲げる事項を議事要旨に記載するものとする。 
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一 会議の日時及び場所 

二 出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の氏名 

三 議事となった事項 

２ 議事要旨は公開するものとする。 

３ 審議会の議事の経過は、議事録を作成するものとする。 

４ 議事録には、会長及び会長の指名する委員２名が署名するものとする。 

（答申） 

第十四条 審議会の答申は、書面をもって行うものとする。 

２ 前項の書面には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 結論 

二 請求の要旨等 

三 判断の理由 

３ 審議会の答申は、公開するものとする。 

（諮問の取下げ） 

第十五条 審議会は、関東信越厚生局長から諮問の取下げがあったときは、答申をするこ

とを要しないものとする。 

（部会への適用） 

第十六条 部会の運営について、第二条、第四条、第八条、第八条の二及び第十条から第

十三条（第四項を除く。）までの規定中「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とある

のは「部会長」と、「委員及び議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に属する委

員及び臨時委員」と、「委員又は議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に属する

委員又は臨時委員」と、「委員若しくは議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に

属する委員若しくは臨時委員」と読み替えて適用するものとする。 

（雑則） 

第十七条 この規則に定めるもののほか、審議会の事務手続に関し必要な事項は、会長が

定める。 
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関東信越地方年金記録訂正審議会運営規則（案）（改定後） 

 

 

（趣旨） 

第一条 関東信越地方年金記録訂正審議会（以下「審議会」という。）の運営については、

地方年金記録訂正審議会規則（平成２７年厚生労働省令第８３号）の定めるところ

によるほか、この運営規則の定めるところによる。 

（招集） 

第二条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、審議会を招集するときは、あらかじめ、日時、場所及び審議事項を記載した

書面をもって、委員及び議事に関係のある臨時委員に通知しなければならない。ただし、

緊急を要する場合は、この限りでない。 

３ 委員及び議事に関係のある臨時委員は、事故のため出席できないときは、あらかじめ、

その旨を会長に届けなければならない。 

（副会長） 

第三条 審議会は、３人以内の副会長を置くことができる。 

２ 副会長は会長が指名する。 

（会議の議事） 

第四条 会長は、議長として審議会の審議を運営する。 

（部会） 

第五条 審議会に、１７以内の部会を置くことができる。 

（諮問の付議） 

第六条 会長は、国民年金法第十四条の二第一項（同条第二項において準用する場合を含

む。）又は厚生年金保険法第二十八条の二第一項（同条第二項及び第三項において準用す

る場合を含む。）の規定による請求（以下「請求事案」という。）について、関東信越厚

生局長の諮問を受けたときは、各部会の部会長の意見を聴いて、取り扱う部会を定め、

請求事案を当該部会に付議することができる。 

２ 部会長は、当該部会に係属している請求事案について、当該部会で取り扱うことが不適

当と認める場合には、直ちに、会長にその旨を報告しなければならない。 

３ 会長は、前項の規定による報告があった場合において、請求事案を取り扱う部会を変更

する必要があると認めるときは、関係する部会の部会長の意見を聴いて、当該事案を取

り扱う部会を変更することができる。 

（議決） 

第七条 前条の規定に基づき部会に付議された請求事案については、会長の同意を得て、

部会の議決を審議会の議決とすることができる。 

第八条 委員及び議事に関係のある臨時委員は、審議会の議決に際して、やむを得ない理

由により議決前に退席しようとする場合において、当該議題について賛否を明らかにし

た書面を会長に提出し、会長が会議に諮ってこれを受理したときは、当該議題の議決に

加わることができる。 
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（議決の特例） 

第八条の二 会長は、やむを得ない事情により審議会を開催することが困難であり、かつ

緊急に審議会に諮る必要があると認めるときは、電話、文書の送付その他の方法により、

当該審議会に諮るべき議題に対する賛否を求めることができる。 

２ 会長は、前項の規定による結果を審議会の議決とすることができる。 

３ 会長は、前項の規定による議決を各委員及び臨時委員に通知するものとする。 

（委員等の除斥） 

第九条 地方年金記録訂正審議会規則第七条第四項に規定する自己の利害に関係する議事

とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

一 委員若しくは臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が請求事案の請求

者（以下「請求者」という）であるとき 

二 委員若しくは臨時委員が請求者の４親等内の血族、３親等内の姻族若しくは同居の

親族であるとき、又はあったとき 

三 委員又は臨時委員が請求者の後見人、後見監督人、保佐人、 保佐監督人、 補助人

若しくは補助監督人であるとき 

四 委員若しくは臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が当該請求事案に

係る事業所の代表者、役員若しくは職員であるとき、又はあったとき 

五 前各号に掲げるもののほか、委員又は臨時委員が、当該請求事案につき特別な利害

関係を有するとき 

（会議の公開） 

第十条 会議は非公開とする。ただし、会長が必要と認めるときは、公開とすることがで

きる。 

（口頭意見陳述） 

第十一条 審議会は、請求者から申立てがあったときは、当該請求者に口頭で意見を述べ

る機会を与えるものとする。ただし、審議会が、その必要がないと認めるときは、この

限りでない。 

２ 請求者は、前項の規定により意見を述べるに当たっては、審議会の許可を得て、その

者の家族その他の関係人とともに出席することができる。 

３ 第一項の請求者の意見は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができ

る。 

４ 審議会は、第一項の請求者の意見聴取を行う場合には、委員又は議事に関係のある臨

時委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。 

５ 前項の指名を受けた委員又は議事に関係のある臨時委員は、第一項の請求者の口頭意

見陳述を聴取したときは、当該口頭意見陳述の要旨を記載した書面を作成し、審議会に

報告するものとする。 

（説明聴取） 

第十二条 審議会は、必要があると認めるときは、事業主その他関係者に対し、口頭での

説明を求めることができる。 

２ 前項の説明は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができる。 

３ 審議会は、第一項の口頭説明の聴取を行う場合には、委員又は議事に関係のある臨時
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委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。 

４ 前項の指名を受けた委員又は議事に関係のある臨時委員は、第一項の口頭説明の聴取

を行ったときは、当該口頭説明の要旨を記載した書面を作成し、審議会に報告するもの

とする。 

（議事要旨等） 

第十三条 審議会における議事は、次に掲げる事項を議事要旨に記載するものとする。 

一 会議の日時及び場所 

二 出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の氏名 

三 議事となった事項 

２ 議事要旨は公開するものとする。 

３ 審議会の議事の経過は、議事録を作成するものとする。 

４ 議事録には、会長及び会長の指名する委員２名が署名するものとする。 

（答申） 

第十四条 審議会の答申は、書面をもって行うものとする。 

２ 前項の書面には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 結論 

二 請求の要旨等 

三 判断の理由 

３ 審議会の答申は、公開するものとする。 

（諮問の取下げ） 

第十五条 審議会は、関東信越厚生局長から諮問の取下げがあったときは、答申をするこ

とを要しないものとする。 

（部会への適用） 

第十六条 部会の運営について、第二条、第四条、第八条、第八条の二及び第十条から第

十三条（第四項を除く。）までの規定中「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とある

のは「部会長」と、「委員及び議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に属する委

員及び臨時委員」と、「委員又は議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に属する

委員又は臨時委員」と、「委員若しくは議事に関係のある臨時委員」とあるのは「部会に

属する委員若しくは臨時委員」と読み替えて適用するものとする。 

（雑則） 

第十七条 この規則に定めるもののほか、審議会の事務手続に関し必要な事項は、会長が

定める。 

 


